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第１章 計画の基本的考え方  

１ 計画策定の趣旨 

○ 近年、知識・情報・技術をめぐる変化の速さが加速度的となり、情報化やグローバ

ル化といった社会的変化が、人間の予測を超えて進展するようになってきています。 

○ また、それに伴って、多様な主体が速いスピードで相互に影響し合い、一つの出来

事が広範囲かつ複雑に伝播し、先を見通すことがますます難しくなってきています。 

○ このように複雑で予測困難な時代においては、未来の社会の創り手である子どもた

ち一人ひとりが、自分の良さや可能性を認識するとともに、あらゆる他者を価値のあ

る存在として尊重し、多様な人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え、豊か

な人生を切り拓くことができるよう、その資質・能力を育成することが求められてい

ます。 

○ さらに、令和３年５月に「デジタル社会形成基本法」（令和３年法律第 35 号）等が

成立するとともに、国は同年９月にデジタル庁を新たに設置するなど、デジタル社会

の形成に向けた施策を迅速かつ重点的に行っていくこととされました。 

○ デジタル社会の到来によって、ＩＣＴがより一層人々の生活に身近となり、将来 

どのような職業に就いたとしても、ＩＣＴを日常生活の中で適切に活用できる能力が 

必要であるため、学校教育においてその活用を推進することが急務です。 

○ このような社会状況等に鑑み、本県においても、学校教育の情報化の推進に関する

施策を一体的かつ計画的に推進する必要があることから、「香川県学校教育情報化推

進計画」を策定するものです。 

 

 

２ 基本理念（目指す姿） 

 

 

 

 

 

  

 

 ○ 香川県教育委員会は、児童生徒が、ＩＣＴを受け身に捉えるのではなく、主体的に 

活用することで、より良い社会を創っていける人材に育つことを目指します。 

 ○ そのために本県では、学校教育において児童生徒が日常的にＩＣＴを活用できる環 

境を整備し、授業等での適切かつ効果的な活用と児童生徒の主体的な活用を経て、未 

来の社会で生きていくために必要な資質・能力を育みます。 

  

ＩＣＴを適切かつ効果的に活用し 

デジタル社会を主体的に生きる人づくり 
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３ 教育の情報化をめぐる国の動向 

（１）平成 29・30・31 年告示学習指導要領 

 平成 29 年３月に公示された小学校及び中学校の学習指導要領と、同年４月に公示さ 

れた特別支援学校小学部・中学部の学習指導要領では、「情報活用能力」を言語能力等 

と同様に「学習の基盤となる資質・能力」と位置付け、その育成を図るために、「各教 

科等の特質を生かし、教科等横断的な視点から教育課程の編成を図る」こととされ、ま 

た、情報活用能力の育成を図るため、各学校においてＩＣＴ環境を整備し、これらを適 

切に活用した学習活動の充実を図ることとされました。 

 あわせて、小学校及び特別支援学校小学部の学習指導要領において、ＩＣＴの基本的 

な操作を習得するための学習活動及びプログラミング教育を各教科の特質に応じて計 

画的に実施することとされたことをはじめ、各学習指導要領において情報教育及び教科 

指導におけるＩＣＴ活用の両面で様々な充実が図られました。 

 平成 30 年に告示された高等学校学習指導要領及び平成 31 年２月に告示された特別 

支援学校高等部学習指導要領においても、小・中学校と同様に「情報活用能力の育成」 

やＩＣＴ環境の整備等について記載がされるとともに、高等学校においては「情報Ⅰ」 

が必履修科目として新設されるなど、情報教育及び教科指導におけるＩＣＴ活用につい 

て様々な充実が図られました。 

 

（２）教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画（平成 30～令和４年度） 

 上記（１）の学習指導要領の実施（小学校は令和２年度、中学校は令和３年度、高等

学校は令和４年度から、特別支援学校の各学部においては各校種に準ずる）を見据え、

「平成 30 年度以降の学校におけるＩＣＴ環境の整備方針」を取りまとめ、学校におい

て最低限必要とされ、かつ優先的に整備すべきＩＣＴ環境整備について明示がなされま

した。 

また、当該整備方針を踏まえ、「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画」が策

定され、学校におけるＩＣＴ環境の整備に必要な経費について地方財政措置が講じられ

ることとなりました。 

今後、新たなＩＣＴ環境整備方針の策定について、国は令和７年度に向けて検討を進

めることとしており、当該計画期間を令和６年度まで２年間延長することとしています。 

 

（３）ＧＩＧＡスクール構想 

 文部科学省は令和元年 12 月に、ＧＩＧＡスクール実現推進本部を設置し、児童生徒

１人１台端末（以下、「１人１台端末」という。）と高速大容量の通信ネットワークを一

体的に整備することで、特別な支援を必要とする子供を含め、多様な子供たちを誰一人

取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・能力が一層確実に育成できる教育環

境を実現すること、また、これまでの我が国の教育実践と最先端のＩＣＴのベストミッ

クスを図ることにより、教員・児童生徒の力を最大限に引き出すことを目指すこととさ

れました。 

 

（４）令和の日本型学校教育 

 文部科学省が令和３年１月に公表した、「令和の日本型学校教育の構築を目指して」 

では、目指すべき「令和の日本型学校教育」の姿を「全ての子供たちの可能性を引き出

す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現」とされています。 

 また、その実現のためにはＩＣＴが必要不可欠であり、これまでの実践とＩＣＴとを
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最適に組み合わせることで、学校教育における様々な課題を解決し、教育の質の向上に

つなげていくことが必要である旨が示されました。 

 

（５）教育データ利活用ロードマップ 

 令和４年１月、デジタル庁は、文部科学省などとともに、「教育データ利活用ロード

マップ」を取りまとめました。ロードマップでは、「誰もが、いつでもどこからでも、誰

とでも、自分らしく学べる社会」をミッションとして掲げた上で、デジタルを手段とし

て、学習者主体の教育への転換や教職員が子供達と向き合える環境を整えるための論点

や工程表がまとめられています。教育データ利活用により、例えば、学習者にとっては

自分に適した教材や学習方法を選べること、教員にとっては課題のある児童生徒を早期

発見したり、受け持つ児童生徒に適した教材を見つけられたりすることが期待されます。 

 

（６）学校教育の情報化の推進に関する法律・学校教育情報化推進計画 

 令和元年６月に公布・施行された「学校教育の情報化の推進に関する法律」では、文

部科学大臣に、学校教育の情報化の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る

ための「学校教育情報化推進計画」を定めることを義務付けており、また、都道府県に

対しても、国の計画を基本として、各都道府県の区域における学校教育の情報化の推進

に関する施策についての計画（「都道府県学校教育情報化推進計画」）を定める努力義務

を課しています。 

それを受け、文部科学省は令和４年 12 月に、「学校教育情報化推進計画」を策定し、

学校教育の情報化の推進に関する施策の方向性やロードマップを示しました。 

 

（７）教育振興基本計画（第４期） 

 文部科学省は令和５年６月に、教育基本法に基づく教育振興基本計画（第４期）を策

定し、2040 年以降の社会を見据えた教育政策の在り方を示しました。 

計画における５つの基本的な方針の一つを、「教育デジタルトランスフォーメーショ

ン（ＤＸ）の推進」とし、社会全体のＤＸが加速していく中で、教育の分野において 

ＩＣＴを活用することが特別なことではなく「日常化」するなど、デジタル化を更に推

進していくことが不可欠である、とされています。 

 

４ 計画の性格と期間 

この計画は、学校教育の情報化の推進に関する法律第９条第１項に基づく都道府県学

校教育情報化推進計画として位置付けるものです。 

また、本計画は、第４期「香川県教育基本計画」（令和３年度～７年度）に掲げるビジ

ョン等を実現するための分野別計画としても位置付けていることから、同計画とともに

成果検証を行うこととし、計画期間を令和５年度から令和７年度までの３年間とします。 
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５ 計画の対象 

この計画において「学校」とは、学校教育法第１条に規定する小学校、中学校、高等

学校及び特別支援学校をいいます。 

また、この計画は、本県の区域における学校教育の情報化の推進に関する施策につい

ての計画であることから、県が県立学校の設置者として実施する施策等に加え、市町教

育委員会（学校組合を含む。以下、同じ。）や関係機関等との連携に関しても示すとと

もに、市町教育委員会が市町立学校（学校組合立学校を含む。以下、同じ。）向けに実施

する施策の参考としていただくことも想定しています。 

 

６ 関連する本県の計画等 

（１）第４期「香川県教育基本計画」 

○ 令和３年 10 月に策定した、本県教育行政の総合的な計画であって、「郷土を愛し 

夢と志を持って 自ら学び 歩み続ける人づくり ～自立・協働・創造を支える香川の

教育～」を基本理念とし、人口減少に伴う地域活力の低下が懸念される状況に対応す

るため、香川の未来を守り、支え、さらに発展させる人材が求められていることから、

自分の良さや可能性を見出し、夢と志を持って、生涯にわたって学び、歩み続ける人

を、学校をはじめ家庭や地域と連携・協力しながら育成していくこととしています。 

○ 重点項目１「学力の育成」に係る基本的方向①「確かな学力の育成と個に応じた教

育の推進」における取組として、「ＩＣＴを活用した教育の推進」を掲げています。 

 

（２）かがわデジタル化推進戦略 

○ 令和３年 12 月、デジタル社会形成基本法の趣旨を踏まえ、国との適切な役割分担

のもと、本県の特性を生かし、生活・産業・行政のあらゆる分野におけるデジタル化

に関する自主的な施策を策定及び実施することにより、「人生 100 年時代のフロンテ

ィア県」の実現に資するデジタル社会を形成することを目的として策定した戦略です。 

○ 目指すべきデジタル社会を、デジタルによって、自然、歴史、文化などに代表され

る香川県の特長を生かし、暮らしの豊かさや、産業の発展に資することはもちろん、

災害や感染症などの危機にも対応し、県民一人ひとりが主役となって活躍できる、デ

ジタル社会としたうえで、基本理念を「安心・便利・豊か 人が主役のデジタル社会・

かがわの形成」と定めています。 

○ 「生活分野のデジタル化」の一つとして「学校教育におけるＩＣＴの活用」を取組

に掲げるとともに、「デジタル人材の育成」の一つとして「学校におけるデジタル教

育の推進」に取り組むこととしています。 
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第２章 本県における学校教育の情報化の現状と課題  

 

以下、現状と課題について、４つの観点（児童生徒の資質・能力、教職員のＩＣＴ活

用指導力、ＩＣＴ環境の整備、ＩＣＴ推進体制と校務の効率化）ごとに整理しました。 

 

（凡例）本章で用いる略称について 

正式名称 略称 

全国学力・学習状況調査 児童生徒質問紙 全学調(生徒) 

全国学力・学習状況調査 学校質問紙 全学調(学校) 

学校における教育の情報化の実態等に関する調査 実態調査 

小学校 小 

中学校 中 

高等学校 高 

特別支援学校 特 

 

１ 児童生徒の資質・能力 

（１）現状 

○ 国の調査【Ｒ５全学調(生徒)】によると、「学習の中でＰＣ・タブレットなどの 

ＩＣＴ機器を使うのは勉強の役に立つと思いますか」という質問に対し、小・中学校

の児童生徒のほとんどが「役に立つと思う」・「どちらかといえば、役に立つと思う」

と回答しており（小：95.3％、中：92.5％）、学習面でのＩＣＴ活用に肯定的な意見が

大半となっています。 

○ また、授業における教員のＩＣＴ機器活用も相当程度進んでおり、「前年度に、教

員が大型提示装置等（プロジェクター、電子黒板等）のＩＣＴ機器を活用した授業を

１クラス当たりどの程度行いましたか【Ｒ５全学調(学校)】」との質問に対し、「ほぼ

毎日」と回答した学校の割合は、小：83.1％(全国平均 72.7％)、中：65.7％(全国平均

71.8％)と、小学校においては全国平均を大きく上回る結果となっています。 

○ 一方、１人１台端末の活用は進んでおらず、「調査対象学年（小学校６年生、中学

校３年生）の児童（生徒）に対して、前年度までに、児童（生徒）一人一人に配備さ

れたＰＣ・タブレットなどのＩＣＴ機器を、授業でどの程度活用しましたか【Ｒ５全

学調(学校)】」という質問に対し、「ほぼ毎日」と回答した学校の割合は、小：58.1％

(全国平均 65.2％)、中：35.8％(全国平均 62.6％)にとどまっています。 

 

（２）現状から分析される課題 

○ 小・中学校においては、教員が「教える道具」としてのＩＣＴの活用は進んでいる

一方、児童生徒の「学びの道具」としてのＩＣＴの活用が進んでいない現状がうかが

えます。 

○ しかし、学習指導要領で求められる資質・能力の育成のためには、１人１台端末活

用の日常化により、ＩＣＴの基本操作の習得や、児童生徒一人ひとりの個別最適化と

創造性を育む教育の実現が必要不可欠です。 

○ 児童生徒の主体的なＩＣＴ活用を促す授業改善等を通じて、ＩＣＴの「教具的活用」

に加えて「文具的活用」をどのように推進していくかが課題だと考えます。 

 



6 
 

２ 教職員のＩＣＴ活用指導力 

（１）現状 

○ 国の調査【Ｒ４実態調査】では、「授業中にＩＣＴを活用して指導する」４つの能

力に関し、「できる」・「ややできる」と回答した教員の割合が、小：74.4％(全国平均

81.1％)、中：63.3％(全国平均 75.3％)、高：84.2％(全国平均 78.0％)、 

特：82.6％(全国平均 71.2％)で、小・中学校においては全国平均より低く、高等学校

と特別支援学校においては全国平均を上回る結果となっています。 

○ 一方、「教員がコンピュータなどのＩＣＴ機器の使い方を学ぶために必要な研修機

会がありますか【Ｒ５全学調(学校)】」との質問に対し、「ある」・「どちらかといえば、

ある」と答えた学校の割合は、小：96.0％(全国平均 95.9％)、中：86.6％(全国平均

91.5％)となっており、研修機会が不十分であると考えている学校が一定数存在する

結果が出ています。 

○ また、学校でのＩＣＴ活用に係る教職員支援として、県立学校向けに、ＩＣＴを活

用した授業支援等を行う情報通信技術支援員（ＩＣＴ支援員）の学校派遣を実施して

いるものの、１校あたり月１回程度の人員配置にとどまっており、文部科学省が必要

と考える水準（４校に１人）を満たしていない状況となっています。 

 

（２）現状から分析される課題 

○ 学校間・教職員間でＩＣＴ活用の取組や指導力に差がある現状が見られ、その要因

としては、ＩＣＴの効果的な活用方法が分からない、教職員のＩＣＴ活用に関する支

援体制が十分ではない、などの課題が考えられます。 

○ さらに、各県立学校・各市町で導入している１人１台端末のＯＳ等が異なる状況と

なっており、各学校等の実情に合わせた対応等が課題となっています。 

 

３ ＩＣＴ環境の整備 

（１）現状 

○ 本県では、小・中学校及び特別支援学校小・中学部においては令和３年度から、高

等学校及び特別支援学校高等学部においては令和５年度から、本格的な１人１台端末

の運用が開始されました。 

○ 一方で、急速な整備により、従来明らかでなかった問題も判明しつつあり、例えば、

学校内で一斉に接続しようとすると通信速度が遅くなり、授業に支障が生じるといっ

た事例も散見されます。 

○ また、国の調査【Ｒ４実態調査】によると、普通教室への大型提示装置整備率は、

小：82.2％(全国平均 92.0％)、中：76.4％(全国平均 89.3％)、高：31.5％(全国平均

87.4％)、特：47.7％(全国平均 57.2％)と、特に県立学校において整備が進んでいない

状況となっています。 

 

（２）現状から分析される課題 

○ 本格的に１人１台端末等の活用が始まったことにより、それらを安定的かつ効果的

に活用するための環境整備が新たな課題となっています。 

○ 特に、学校におけるＩＣＴ活用の土台となる校内ネットワークや教室環境をいかに

整えていくかといった検討が必要です。 

 



7 
 

４ ＩＣＴ推進体制と校務の効率化 

（１）現状 

○ 令和５年４月に県教育委員会事務局内に教育情報化推進室を新設し、県教育委員会

内におけるＩＣＴ活用の取組を一体的・横断的に進めるとともに、各県立学校の 

ＩＣＴ推進担当者等で構成する「県立学校ＩＣＴ活用教育プロジェクトチーム」を定

期的に開催し、意見交換や情報共有に努めています。 

○ また、市町教育委員会と連携してＩＣＴ活用の取組を推進する目的で、市町教育委

員会のＩＣＴ担当者等を集めた「小・中学校ＧＩＧＡスクール推進協議会」にて意見

交換等を実施し、全県的な取組を進めているところです。 

○ 一方、校務の効率化については、国の調査【Ｒ４実態調査】によると、統合型校務

支援システムを導入している教育委員会は県と市町を併せて 12 団体であり、未導入

が６市町となっています。 

 

（２）現状から分析される課題 

○ ＩＣＴ活用推進の取組状況について、一部の市町や学校において遅れが生じないよ

うにするためには、各市町教育委員会や各学校のＩＣＴ担当者レベルでの情報共有に

加え、取組を束ねる管理職同士の情報共有の場を設けることが重要です。 

○ 複数の市町が統合型校務支援システムを未導入である理由として、導入を上回るコ

ストメリットを感じにくい、といったことが挙げられます。県が中心となってシステ

ムの共同調達や共通基盤構築も視野に入れた研究を進めることが導入促進の鍵とな

ります。 
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第３章 本県における学校教育の情報化の方向性 

１ ＩＣＴ活用教育の意義 

 ○ ＩＣＴを活用して育成を目指す児童生徒の資質・能力は、①教科等の学習で育成を

目指す資質・能力と、②情報活用能力、の２つに大きく分けられます。 

○ ①を育成する場合、ＩＣＴの活用は「手段」の一つです。 

○ 一方、②は、情報及び情報技術を適切に活用するために必要な技能を含んだ資質・ 

能力であることから、ＩＣＴ活用自体が「目的」となるという捉え方もできます。 

○ つまり、学習指導要領において学習の基盤となる資質・能力と位置付けられている 

情報活用能力を育成するためには、「ＩＣＴは必要不可欠だ」という教員の意識付け 

が重要となります。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

２ 学校教育におけるＩＣＴの日常的な活用 

 ○ 授業等でのＩＣＴの効果的な活用場面は、主に２つあり、「教える道具」として活 

用する場面と、「学びの道具」として活用する場面が考えられます。 

○ 先述したとおり、本県では「教える道具としての活用は進んでいるが、学びの道具 

としての活用は進んでいない」という現状があり、今後は「教える道具」としての活 

用に加え、「学びの道具」としても積極的に活用する取組が必要です。 

 ○ また、１人１台端末を「学びの道具」として活用する際は、教員の指示により活用 

するだけではなく（児童生徒の発達段階等によっては必要）、活用の仕方を子どもに委 

ね、端末をいつ、どのように使うかは児童生徒自身が決められるようにすることが重 

要です。 

 ○ そのために、教員は授業等の中で１人１台端末を「学びの道具」として活用する場 

面を意図的に工夫し、児童生徒に１人１台端末を活用することの良さを実感させる必 

要があります。 

○ このような授業等を積み重ねることで、児童生徒の学習意欲を高めるとともに、 

ＩＣＴ活用の日常化を進め、最終的には、児童生徒が場面に応じ、自分にとって最適   

なツールを選ぶ力を身に付け、「デジタル社会を主体的に生きる人」の育成につな 

げたいと考えています。 

 

ＩＣＴの活用は「手段」である 

 

ＩＣＴを適切に活用する技能の 

向上が「目的」の一つ 

学びに向かう力 

人間性の涵養 

知識・技能 

の習得 

教科等の学習で育成を目指す資質・能力 

情報活用能力（学習の基盤となる資質・能力） 

情報活用能力 

思考力・判断力・ 

表現力等の育成 

情報活用能力 

情報活用能力 
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３ 本県の学校教育の情報化に係るロードマップ 

 ○ デジタル化には、次の３つの段階があるといわれています。 
 

第１段階：デジタイゼーション（Digitization） 

紙の書類などアナログな情報をデジタル化すること 

 例）紙のプリントをデジタル化すること 
 
 

第２段階：デジタライゼーション（Digitalization） 

サービスや業務プロセスをデジタル化すること 

 例）ＩＣＴやデータをフル活用して、教育の質の向上や最適化をすること 
 
 

第３段階：デジタルトランスフォーメーション（Digital Transformation（ＤＸ）） 

デジタル化でサービスや業務、組織を変革すること 

 例）学習モデルの構造等が質的に変革し、新たな価値を創出すること 
 
 

 ○ 本県の現状としては、１人１台端末の整備など、第１段階の準備が整ったところで

あり、まずは本計画の実行により、第１段階に集中的に取り組むとともに、第３段階

を見据えながら、第１段階から第２段階への移行を着実に進めることを目指します。 

 
 

 

「教える道具」としての活用 

教員による教材の提示 

学校の壁を越えた学習 

（他校、専門家、災害時) 
 

など 

「学びの道具」としての活用 

インターネットでの情報収集 情報の整理・比較 

（体育や音楽の動画撮影、 

実験のシミュレーション） 

情報をわかりやすく 

発信・伝達 
情報の保存・共有 

         など 
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４ 計画の数値目標 

 ○ 計画の進捗状況を正確に把握し、適切な点検・評価・見直しにつなげるため、次の

数値目標を設定します。 

 

 

（１）児童生徒の状況 

 

＜指標の選定理由＞ 

 指標①：児童生徒が「ＩＣＴの活用が役に立つ」と認知することが主体性の表出につな

がると考えられることから、児童生徒が主体的にＩＣＴに向き合えているかど

うかを測る指標として適しているため。 

 

 指標②：基本理念の実現には、日々の授業等において児童生徒がＩＣＴをいわば文具の 

ように日常的に活用できていることが望ましく、日常化の状況を測る指標とし 

て適しているため。 

 

 

No. 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

① 

学習の中でＰＣ・タブレットなどのＩＣＴ

機器を使うのは、勉強の「役に立つと思

う」又は「どちらかといえば、役に立つと

思う」と回答した児童生徒の割合 

 

【出典：Ｒ５全国学力・学習状況調査 児

童生徒質問紙】 

小 学 校：95.3％ 

中 学 校：92.5％ 

(令和５年４月時点) 

小 学 校：96.0％ 

中 学 校：94.0％ 

 

② 

児童生徒一人一人に配備されたＰＣ・タブ

レットなどのＩＣＴ機器を、授業で「ほぼ

毎日」活用していると回答した学校の割合 

 

【出典：Ｒ５全国学力・学習状況調査 学

校質問紙（小・中学校）、県教育委員会独

自調査（高等学校、特別支援学校）】 

小 学 校：58.1％ 

中 学 校：35.8％ 

(令和５年４月時点) 

 

高等学校：20.7％ 

特別支援学校：55.6％ 

(令和５年 10 月時点) 

小 学 校：86.0％ 

中 学 校：78.6％ 

 

 

高等学校：52.4％ 

特別支援学校：73.4％ 
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（２）教職員・学校の状況 

 

＜指標の選定理由＞ 

 指標③：児童生徒の資質・能力の育成のためには、例えば、児童生徒の興味・関心を高 

めるための効果的な資料提示や、児童生徒同士の活発な意見交流を促すための、 

効果的なＩＣＴ活用など、教員が適切かつ効果的にＩＣＴを活用して指導する 

能力が不可欠であり、その状況を測る指標として適しているため。 

 

 指標④：児童生徒の資質・能力の育成のためには、事務負担の軽減により、教職員が児 

童生徒と向き合える時間を確保する必要がある。そのためには校務を効率化し、 

教員がより授業に専念できる環境を整えることが重要であり、その状況を測る 

指標として適しているため。 

 
 

No. 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

③ 

授業中にＩＣＴを活用して指導することが

できる教員の割合 

（授業中にＩＣＴを活用して指導する４つ

の能力について、「できる」又は「ややで

きる」と回答した教員の割合） 

 

【出典：Ｒ４学校における教育の情報化の

実態等に関する調査】 

小 学 校：74.4％ 

中 学 校：63.3％ 

高等学校：84.2％ 

特別支援学校：82.6％ 

(令和５年３月時点) 

小 学 校：100％ 

中 学 校：100％ 

高等学校：100％ 

特別支援学校：100％ 

 

④ 

ＩＣＴを活用した校務の効率化（事務の軽

減）に取り組んでいると回答した学校の割

合 

（「よく取り組んでいる」又は「どちらか

といえば、取り組んでいる」と回答した学

校の割合） 

 

【出典：Ｒ４全国学力・学習状況調査 学

校質問紙※（小・中学校）、県教育委員会

独自調査（高等学校、特別支援学校）】 

小 学 校：96.0％ 

中 学 校：88.1％ 

(令和４年４月時点) 

 

高等学校：96.6％ 

特別支援学校：100％ 

(令和５年 10 月時点) 

小 学 校：100％ 

中 学 校：100％ 

 

 

高等学校：100％ 

特別支援学校：100％ 

 

※令和４年度は全国学力・学習状況調査から引用したが、令和５年度より同調査においては本質問項目がな 

くなったため、令和５年度以降は香川県学習状況調査から引用をする。 
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第４章 基本的な方針と具体的な施策 

１ 本計画を実施するための基本的な４つの方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 基本理念と基本方針の関係図 

 

 

 

 

○ 基本理念の実現のため、基本的な４つの方針に基づいた施策を実施します。 

○ まずはＩＣＴ活用を推進するための土台を整え（方針３・方針４）、教職員がＩＣＴ 

を効果的に活用した授業等を行うことで（方針２）、児童生徒の資質・能力の育成（方 

針１）を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針１ ＩＣＴを活用した児童生徒の資質・能力の育成 

方針２ 教職員のＩＣＴ活用指導力の向上と人材の確保 

方針３ ＩＣＴを活用するための環境の整備 

方針４ ＩＣＴ推進体制の整備と校務の改善 



13 
 

３ 基本的な方針に基づいた具体的な施策 

 

■ 施策体系 
 

基本方針 施策の方向性 

方針１ 

 

ＩＣＴを活用した児童生徒

の資質・能力の育成 

（１）児童生徒の発達段階に応じた情報活用能力の育成 

（２）プログラミング教育の推進 

（３）特別な配慮や支援を必要とする児童生徒への対応の充実 

（４）ＩＣＴを安全安心に利活用するための知識の習得 

方針２ 

 

教職員のＩＣＴ活用指導力

の向上と人材の確保 

（１）児童生徒が主体的にＩＣＴ活用をするための授業改善 

（２）教職員個々の実情に応じた質の高い研修の実施 

（３）教職員のＩＣＴ活用推進のための支援体制の充実 

（４）人材の養成と確保 

方針３ 

 

ＩＣＴを活用するための 

環境の整備 

（１）円滑な利活用のためのＩＣＴ環境整備 

（２）効果的な利活用のためのＩＣＴ環境整備 

（３）安全安心な利活用のためのＩＣＴ環境整備 

（４）教育データの利活用・教育ＤＸの推進 

方針４ 

 

ＩＣＴ推進体制の整備と 

校務の改善 

（１）県教育委員会内のＩＣＴ推進体制の整備 

（２）市町教育委員会と連携したＩＣＴ推進体制の整備 

（３）家庭、地域、大学や民間事業者等との連携 

（４）ＩＣＴを活用した校務の効率化 
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方針１ ＩＣＴを活用した児童生徒の資質・能力の育成 

 

＜総論＞ 
 

○ 学習指導要領では、教育課程全体を通して育成を目指す児童生徒の資質・能力を、

次の３つの柱に整理しています。 

●「知識及び技能」 

●「思考力、判断力、表現力等」 

●「学びに向かう力、人間性等」 

○ そのような資質・能力の育成には、適切かつ効果的なＩＣＴの活用による、「全て

の子どもたちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現」が必要

です。 
 
 

＜施策の方向性と取組内容＞ 

（１）児童生徒の発達段階に応じた情報活用能力の育成 

○ デジタル化を含む急速な社会状況の変化に対応するには、世の中の様々な事象を情

報とその結び付きとして捉えて把握し、情報及び情報技術を適切かつ効果的に活用し

て、問題を発見・解決したり自分の考えを形成したりしていくために必要な資質・能

力である「情報活用能力」を、児童生徒一人ひとりに育むことが必要です。 

○ 「情報活用能力」の育成にあたっては、児童生徒が主体的に選択・判断してＩＣＴ

を活用することが重要であることから、そのための機会の充実を図ります。 
 

 〔主な取組〕 

     ■ 児童生徒の発達段階に応じた情報活用能力体系表の整理・普及と情報活用能力の 

育成に向けた校種間連携の推進 

   ■ これまでの教育実践とＩＣＴのベストミックスを目指した授業改善の推進 

   ■ 紙の教育コンテンツとデジタル教育コンテンツのベストミックスの推進 

   ■ 係活動や家庭学習など、授業以外での１人１台端末の活用推進 

 

（２）プログラミング教育の推進 

○ コンピュータが人々の生活の様々な場面で活用されている今日、その仕組みを知る

ことは、あたかも「魔法の箱」のようであったコンピュータを、より主体的に活用で

きるようになり、身近な様々なものの仕組みを理解することにつながります。 

○ 児童生徒の可能性を広げ、新たな価値の創造に寄与するといった、将来の社会での

活躍のきっかけとなりえる、発達段階に応じたプログラミング教育の推進に努めます。 
 

 〔主な取組〕 

     ■ 児童生徒の発達段階に応じたプログラミング教育の推進 

   ■ 高等学校における情報科担当教員の専門性の向上 

   ■ 児童生徒がプログラミングに親しむ機会、また、高度なスキルを求める児童生徒

への習得・実践の機会の創出 

  



15 
 

（３）特別な配慮や支援を必要とする児童生徒への対応の充実 

○ １人１台端末などのＩＣＴ機器を効果的に活用することで、様々な理由により登校

が難しい児童生徒への学びの機会の保障につながるほか、障害、日本語指導を要する

ことなど特別な配慮や支援が必要な児童生徒に対するきめ細かな対応の充実が可能

となります。 

○ ＩＣＴの持つ特性を最大限活用して、特別な支援等が必要な児童生徒に対し、それ

ぞれの特性に合った柔軟な対応を行うことによって、「全ての子どもたちの可能性を

引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現」を目指します。 
 

 〔主な取組〕 

     ■ 登校が難しい児童生徒に対するオンライン等を活用した授業配信や相談の実施な 

ど、教育の機会の確保 

   ■ 障害等による生活上の困難さを改善・克服し、社会で自立していくことを目指し 

たＩＣＴ活用教育の推進 

   ■ ＩＣＴを活用した外国人児童生徒等の学びの支援 

 

（４）ＩＣＴを安全安心に利活用するための知識の習得 

○ 携帯電話・スマートフォンやＳＮＳが児童生徒にも急速に普及する中、一人ひとり

がデジタル社会の一員として、自他の権利を尊重し自らの行動に責任を持つとともに、

犯罪被害等の危機を回避し、自身の健康にも配慮するなど、ＩＣＴを安全安心に利活

用するための知識や態度を備えることが求められています。 

○ また、生成ＡＩなどの新たな技術は、正しい知識により適切に使いこなすことで便

利なツールとなる一方、誤った使い方に伴う様々なリスクも指摘されています。 

ＩＣＴ活用時のルールやマナーに加えて、児童生徒が主体的にＩＣＴを活用し、デジ

タル社会の良き担い手となれるような実践的な力を身に付けることを目指します。 
 

 〔主な取組〕 

     ■ 啓発リーフレットや出前授業等を活用した情報モラル教育の推進 

     ■ 児童生徒が適切に学ぶための教職員の指導力向上 

   ■ 保護者に対する安全安心な利活用のための周知・啓発 
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方針２ 教職員のＩＣＴ活用指導力の向上と人材の確保 

 

＜総論＞ 
 

○ 学習指導要領を着実に実施し、児童生徒の資質・能力の育成を実現するためには、

それを担う教職員自身が、いかに時代が変化しようとも、その時代の背景や要請を踏

まえつつ、自らの指導力の向上を図り続けることが必要です。 

○ 特に、１人１台端末環境が前提となっている今日の学校現場においては、学校にお

けるＩＣＴ活用の意義を理解し、授業等にＩＣＴを効果的に活用するとともに、児童

生徒の情報活用能力等を育成するための授業実践等を行うことができることが、全て

の教職員に共通的に求められています。 
 
 

＜施策の方向性と取組内容＞ 

（１）児童生徒が主体的にＩＣＴ活用をするための授業改善 

○ 従来の授業を見直し、個別最適な学びと協働的な学びを実現することによって、児

童生徒の資質・能力の育成を図るためには、授業におけるＩＣＴの適切かつ効果的な

活用が必要不可欠です。 

○ ＩＣＴを活用した授業実践事例を蓄積・共有し、これまでの教育実践とＩＣＴのベ

ストミックスを目指すべく、教職員の意識改革を図ります。 
 
 〔主な取組〕 

     ■ これまでの教育実践とＩＣＴのベストミックスを目指した授業改善の推進【再掲】 

   ■ 先導的にＩＣＴ活用に取り組む学校をモデル校に指定し、成果を普及 

   ■ 県内外の効果的なＩＣＴ活用事例の蓄積・共有 

 

（２）教職員個々の実情に応じた質の高い研修の実施 

○ 教育現場でＩＣＴが積極的に活用されるためには、あらゆる教職員がＩＣＴを活用

して指導する力を身に付けられるようにする取組が重要であり、特に、各学校設置者

において実施する研修の充実が必要です。 

○ 個々の教職員のＩＣＴ活用指導力や、各市町・学校間での取組や環境に差があると

いった実情に応じた多面的・効果的な研修の充実を図るとともに、生成ＡＩ等の日々

発展する新たな技術について、教職員が最新かつ正しい知識を身に付けられるよう努

めます。 
 
 〔主な取組〕 

     ■ 香川県教員等人材育成方針に基づいた、県教育センターでの効果的な研修の実施 

   ■ 県教育センターWeb サイト上でのオンライン研修の充実 

■ 市町と連携した一体的な研修の推進及び市町主催研修に対する協力・支援 
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（３）教職員のＩＣＴ活用推進のための支援体制の充実 

○ 教職員のＩＣＴ活用指導力の向上を図るためには、教職員各自の自己啓発努力も必

要ですが、日々のＩＣＴ活用に関する疑問の解決や、ＩＣＴを活用した授業デザイン

のアイディア実現のための助言など、教職員を技術的にサポートする体制の充実が同

時に求められます。 

○ 教職員からの相談対応や、学校現地訪問による支援など、教職員がストレスなく積

極的にＩＣＴを活用できる支援体制の充実に努めます。 
 

 〔主な取組〕 

     ■ 県立学校への情報通信技術支援員（ＩＣＴ支援員）の配置 

   ■ 教職員からの相談対応事業や、指導主事の学校派遣による支援 

   ■ 県立学校におけるＩＣＴ関連トラブル対応等の教職員支援体制の充実 

 

（４）人材の養成と確保 

○ 児童生徒の資質・能力の継続的な育成にあたっては、研修等による現職教員の指導

力向上や、ＩＣＴ支援員の配置など外部人材の活用による支援体制の充実に加え、こ

れから教員を目指す学生等の養成課程におけるＩＣＴ活用力の向上促進や、プログラ

ミング教育の推進等を担う人材の育成・確保が必要です。 

○ 教員養成機関等との積極的な連携による将来の教員候補の養成や、高等学校におい

て「情報Ⅰ」が必履修化となったことも踏まえ、高等学校の情報科担当教員の計画的

な確保と育成を推進します。 
 
 〔主な取組〕 

     ■ 教員養成機関等と連携した学生等のＩＣＴ活用力の向上促進 

   ■ 高等学校における情報科担当教員の専門性の向上【再掲】 
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方針３ ＩＣＴを活用するための環境の整備 

 

＜総論＞ 
 

○ 全ての児童生徒が、学校教育におけるＩＣＴの活用を「当たり前」で「日常的」な

ものとし、その恩恵を享受するためには、それぞれの置かれた状況等にかかわらず、

円滑、効果的かつ安全安心にＩＣＴを利活用できる環境の整備が求められます。 

○ また、「誰もが、いつでもどこからでも、誰とでも、自分らしく学べる社会」の実現

に向け、教育ＤＸの推進により、児童生徒の学び方や教職員の働き方について、より

よい在り方を模索し続ける姿勢が重要です。 
 
 

＜施策の方向性と取組内容＞ 

（１）円滑な利活用のためのＩＣＴ環境整備 

○ 学校における児童生徒のＩＣＴ活用を日常化するには、その基盤となる１人１台端

末と高速大容量通信ネットワークの安定的な整備・運用が重要となります。 

○ それらが円滑に活用できないために、児童生徒の学習への意欲や、教職員のＩＣＴ

活用に挑戦しようとする熱意を阻害することがないよう、円滑な利活用を阻害してい

る要因、いわゆるボトルネックを特定し、必要な手立てを講じることに努めます。 
 
 〔主な取組〕 

     ■ 県立学校における持続可能な形での１人１台端末の更新の在り方検討 

   ■ 県立学校における校内ネットワーク回線の保守・トラブル対応 

 

（２）効果的な利活用のためのＩＣＴ環境整備 

○ 児童生徒の資質・能力を効果的に育成するには、大型提示装置の設置など授業の質

を高める教室環境の高度化や、デジタル教科書・教材等のデジタル教育コンテンツの

効果的な活用を図ることが必要です。 

○ 一方で、「デジタルかアナログか」といった二項対立に陥らないことに留意し、ど

ちらかだけを選ぶのではなく、教育の質の向上のために、児童生徒の発達段階や学習

場面等により、どちらの良さも適切に組み合わせて生かしていく取組を推進します。 
 
 〔主な取組〕 

     ■ 大型提示装置設置など県立学校における教室環境の高度化を計画的に推進 

   ■ 紙の教育コンテンツとデジタル教育コンテンツのベストミックスの推進【再掲】 

   ■ 学習・情報センターとしての機能も有する学校図書館の活用推進 
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（３）安全安心な利活用のためのＩＣＴ環境整備 

○ 児童生徒等の個人情報の適正な取扱いと情報セキュリティの確保を図り、安全に 

ＩＣＴを活用できる基盤をつくるための取組を行います。 

○ また、今後起こりうる感染症や災害等の非常時において、児童生徒がやむを得ず学

校に登校できない場合であっても学習の機会を確保できるよう、必要な措置を講じま

す。 
 

 〔主な取組〕 

     ■ 県立学校における１人１台端末の集中管理やフィルタリングによるアクセス制限 

   ■ 香川県教育情報セキュリティポリシーの継続的な見直し・普及 

   ■ 非常時における１人１台端末の家庭への持ち帰りなど学習の機会の確保 

 

（４）教育データの利活用・教育ＤＸの推進 

○ 将来的な教育ＤＸの推進に向けて、従来の取組を電子化したり、それに伴って内容

を最適化したりすることに加え、デジタル化によるさらなる教育の質の向上を目指す

ことが重要です。 

○ 特に、個人情報保護等に十分留意しつつ、校務や学習の様々な教育データを集約・

可視化することで、困難を抱える児童生徒の早期発見や、児童生徒の特性・能力に応

じた学習支援など、指導の改善につなげられる可能性があり、そのために必要な環境

整備について研究を深めます。 
 
 〔主な取組〕 

     ■ 知事部局・民間事業者等と連携した教育ＤＸの推進 

 ■ 校務支援システム未導入市町への導入促進 

   ■ クラウドを活用した共通基盤構築のための研究推進 
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方針４ ＩＣＴ推進体制の整備と校務の改善 

 

＜総論＞ 
 

○ 学校現場でのＩＣＴ活用をより一層推進するためには、学校設置者や学校において、

必要な体制を整備することが求められます。 

○ また、学校を取り巻く環境の複雑化や多様化に伴い、学校に求められる役割が拡大

し、教職員が担うべき業務は質・量ともに増加していることから、児童生徒と向き合

う時間を確保するためには、業務の適正化を図るとともに、ＩＣＴを活用して個々の

教職員の事務負担を軽減する必要があります。 

○ それらの取組の推進には、市町等の学校設置者や各学校をはじめ、家庭、地域、大

学や民間事業者等と緊密に連携したうえで、関係者が同じビジョンや方向性を共有す

ることが重要となります。 
 
 

＜施策の方向性と取組内容＞ 

（１）県教育委員会内のＩＣＴ推進体制の整備 

○ ＩＣＴ活用を推進するためには、教育長のリーダーシップの下、県教育委員会事務

局の各部署が、学校現場を支える体制を構築することが必要です。また、学校におい

ては、ＩＣＴ担当者など特定の教職員に負担が偏ることのないよう、管理職の責任で

適切な校務分掌や校内の連携体制の構築が行われるよう支援する必要があります。 

○ 県教育委員会においては、ＩＣＴ活用推進の専門の担当部署（教育情報化推進室）

を設置して一体的・横断的に取組を進める体制づくりを行うとともに、各県立学校の

ＩＣＴ担当者で構成する協議会を継続的に開催して意見交換を行うなどし、チームと

してのＩＣＴ推進体制の強化を図ります。 
 

 〔主な取組〕 

     ■ 県教育委員会におけるＩＣＴ利活用等推進に係る委員会の定期的な開催 

   ■ 校長会等における県立学校長向けの周知 

   ■ 県立学校ＩＣＴ担当者間の情報共有・意見交換の実施 

 

（２）市町教育委員会と連携したＩＣＴ推進体制の整備 

○ 地域間、学校間、教員間でその取組に格差が生じないよう、全県的なＩＣＴ活用の

推進に取り組むことが求められています。 

○ 施策の方向性といった大きいレベルでの意識共有から、現場レベルでの効果的な 

ＩＣＴ活用事例の横展開まで、県教育委員会と市町教育委員会のより一層の連携充実

を図ります。 
 

 〔主な取組〕 

     ■ 市町学校教育情報化推進計画の策定促進 

   ■ 校長会等における市町立学校長向けの周知 

   ■ 市町教育委員会との定期的な協議会開催による連携強化 
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（３）家庭、地域、大学や民間事業者等との連携 

○ 家庭、地域、大学や民間事業者等、教育に携わる様々な関係者と連携し、その協力

を仰ぐことは、学校での取組を補完・強化し、本県における教育の質の向上に寄与す

ると考えます。 

○ 特に、先端技術を活用した教育ＤＸの推進や、高度なプログラミング教育の推進に

おいては、知事部局や大学、民間事業者等と共に取組を進めることが重要であり、連

携の強化を図ります。 
 

 〔主な取組〕 

     ■ 児童生徒がプログラミングに親しむ機会、また、高度なスキルを求める児童生徒

への習得・実践の機会の創出【再掲】 

   ■ 教員養成機関等と連携した学生等のＩＣＴ活用力の向上促進【再掲】 

   ■ 知事部局・民間事業者等と連携した教育ＤＸの推進【再掲】 

   ■ オンライン会議システム等を活用した外部との交流推進（他校、専門家など） 

 

（４）ＩＣＴを活用した校務の効率化 

○ 増大する教職員の負担を軽減するには、ＩＣＴを活用した校務の効率化により事務

負担を減らすことが有効です。一方で、学校におけるＩＣＴ活用の推進に伴い、１人

１台端末の管理など新たな業務も発生しており、そのための技術的な支援体制構築も

求められています。 

○ 各学校において校長など管理職のリーダーシップの下、ＩＣＴを活用した校務の効

率化を図ったり、ＩＣＴ活用のための技術的な支援体制の構築をしたりするなどの対

策を推進します。 
 
 〔主な取組〕 

     ■ 県立学校への情報通信技術支援員（ＩＣＴ支援員）の配置【再掲】 

   ■ 校務支援システム未導入市町への導入促進【再掲】 

   ■ 県総務事務システムの市町立学校への導入促進 

   ■ 県立中学・高等学校におけるデジタル採点システムの活用推進 

   ■ 生成ＡＩを活用した校務の効率化の研究 
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計画の推進にあたって 

１ 県民との協働による教育の推進 

○ この計画はもとより、学校教育の情報化施策全体に関する広報を行うとともに、多

様化する県民の要望や期待を的確に把握し施策に反映させるため、保護者や教育関係

者をはじめ、広く県民の教育行政への参画が図られるよう努めます。 

 

２ 他部局との連携の推進 

○ 教育ＤＸの推進等、知事部局との連携を十分に図りつつ、取組をより一層加速化で

きるよう努めます。 

 

３ 市町、関係機関などとの連携の推進 

○ 住民に最も身近な基礎自治体であり、公立学校の設置者でもある市町と連携・協力

しながら、取組を進めます。 

○ また、大学、民間事業者など教育に関わる様々な機関や団体などとの密接な連携・

協力を推進します。 

 

４ 適切な進行管理の実施 

○ この計画を効果的かつ着実に実施するため、計画の進捗状況について、数値目標の

達成度合い等を基に、毎年度、点検・評価を実施します。 

○ 点検・評価の結果や教育を取り巻く環境、社会経済情勢の変化等も踏まえながら、

ＰＤＣＡサイクルの考え方に基づき、迅速かつ柔軟に施策の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


